
郊外団地再生に向けた福祉施設導入プロジェクト 

 
 
 研究室が長年関わってきた郊外団地の再生計画が実現に向けて動き出しました。老朽化した集

会所を建替え、高齢者施設と子育てサロン等をもつ「多世代交流型集会所」を実現する計画です。 

 

第１期 修士学生が団地住民とワークショップを実施。高齢者住宅と福祉施設を導入する計画を

提案する。高齢者関係だけでは集会所建替えに必要な３／４以上の同意は難しいとの意

見を踏まえて、子育ての場を併設することが望ましいことを確認する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２期 実現に向けて多世代交流型集会所の計画を立案。団地の検討委員会が、小杉先生（博士

卒業生・現東北工大）や戸村先輩（修士卒業生・2014 年よりちば地域再生リサーチ）ら

に依頼して第一次建替え案を作成。広く団地住民に説明を開始する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

第３期 集会所の建替え実施案を作成。団地管理組合が建築設計事務所に発注して実施案を作成

し金額を見積もる。その案について、棟別集会等を通じて団地住民に丁寧に説明する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2012年夏）臨時総会の開催 

 臨時総会において集会所建替え計画を議案とする。議案の成立には、議決権及び区分所有者数

の各以上の３／４以上の賛同が必要だが、わずかに不足。次年度総会で本計画は継続案件となる。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2014 年 11月）国土交通省の団地再生委員会で問題提起 

 以上の経緯を踏まえて、小林先生が団地再生に向けた法制度のあり方を国の委員会で提言。 

１．古い団地では、無反応者が一定数存在する。このため、３／４以上の賛成は極めて高いハー

ドルになる。とくに、全員が利害関係をもつ建替えとは異なり、共用部分の改修では無反応者

が多くなる傾向があり、建替えの４／５以上より合意形成が難しい場合がみられる。このため、

無反応者を決議の母数から外すための法改正が必要である。 

２．具体的には、共用部分の変更に関する決議要件について、以下の２案を提言。 

（１）特別集会決議を創設する 
２／３以上の出席（委任状を含む）で特別集会が成立。出席者の３／４以上で決議成立 
→ 平成 26 年 11月 25日 マンション管理新聞に紹介 

（２）現行の３／４以上について、２／３以上に緩和する 
 
郊外団地においては、建替えは費用負担が必要になるため実現は難しい。できる限り長く住

み続けるためには、共用部分の変更・改修を容易にする法制度改革が必須になる。 

＜小林先生の感想＞ 

多世代を想定した福祉施設導入は、全国の郊外団地再生のモデルになる計画といえます。そ

の実現に向けて、総会決議まで進められた団地関係者の皆さんに敬意を表します。 
棄権票が約２割で、そのうち半分は暗黙の反対票、残りの半分は、関係者が努力しても反応

がない無反応票と推定されます。いずれも現行制度では反対票としてカウントされます。 
 高経年団他では、相続・入院・遠隔地居住・団体所有等で、集会所の建替えのような案件で

は、意思表明しない（できない）方々が１割程度はいらっしゃると思われます。団地再生の実

現に向けて、このような無反応者の扱いについて法制度の検討が必要な段階になっています。

このことを明確にした点でも、大きな意義をもつ活動だと考えています。 


